
青 梅 市 商 ・ 工 業 振 興 プ ラ ン 策 定 支 援 業 務 委 託 に か か る

プロポーザル実施要領

１ 目的

青梅市の商・工業の将来像とその実現に向けた基本方針を位置

付けるととも に、その方針にもとづいた施策を明らかにすること

によって、計 画的に商・工業の振興を図っていくことを目的に策

定した「青梅市商・工業振興プラン」について、令和９年度から

の１０年間を 計画期間とする次期プランを策定するにあたり、そ

の業務の履行 に最も適した者を選定することを目的とする。

２ 業務内容

別紙仕様書 のとおり

３ 委託期間

契約締結日から令和９年３月３１日まで

（債務負担行為にもとづく２か年契約）

４ 見積上限額（２か年）

１９，９５４，０００円（消費税および地方消費税含む。）

※令和７年度上限額 １１，３３０，０００円

※令和８年度上限額 ８，６２４，０００円

５ 選考方法

提 出 さ れ た 企 画 提 案 書 等 の 書 類 お よ び 提 案 者 に よ る プ レ ゼ ン

テーション 、プレゼンテ ーションに対する質疑応答の内容を、プ

ロポーザル選 定委員会が総合的に審査・評価し契約候補者を決定

する。

６ 参加資格

本プロポー ザルに参加することができる者は、次に掲げる要件

を全て満たし ている者とする。

※ 参加資格の基準日は、参加申請書の提出日とする。

※ 参加資格 の確認後、契約候補者の決定日までの間に参加資格

にかかる要 件を欠く事態が生じた場合は、失格とする。

(1) 地 方 自 治 法 施 行 令（ 昭 和 ２ ２ 年政 令 １６号）第１６７条の４

第１項の規 定に該当していないこと。

(2) 青 梅 市 競 争 入 札 参加 資 格 者 名 簿 に 登録していること。

なお、青梅市競争入札参加資格 者名簿に代表者から入札、契

約等の法行為を自分の名と責任に おいて行うものとして委任を



受けた代理人を登録している場合 、その代理人のみが本件にか

かる参加申請、企画提案書の提出 等を行うことができるものと

し、代理人以外の者（代表者を含む。）の申請を認めない。

(3) 青 梅 市 競 争 入 札 等 参 加 有 資格 者 指 名 停止基準（平成１９年４

月１日実施 ）の規定による参加停止の措置を受けていないこと

および青梅 市契約における暴力団等排除措置要綱（平成２４年

４月１日実 施）の規定による停止措置を受けていないこと。

(4) 経 営 不 振 の 状 態 （ 会 社 更 生法 （ 平 成 １４年法律第１５４号）

第１７条第 １項にもとづき更生手続開始の申立てをしたとき、

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項にも

とづき再生 手続開始の申立てをしたとき、手形または小切手が

不渡りにな ったとき等をいう。ただし、青梅市長が経営不振の

状態を脱し たと認めた場合を除く。）にないこと。

７ スケジュール

８ 参加資格確認申請書等の受付および回答

(1) 受 付 期 間

令 和 ７ 年 ５ 月 ７ 日 （ 水 ） か ら令 和７年５月２１日（水）午後

５時まで (必 着 )

(2) 提 出 書 類

ア 参 加 資 格 確 認 申 請 書 (様 式 第 １ 号 ) １ 部

イ 会 社 概 要 書 （ 任 意 様式 （ ※ パンフレット可）） １部

① 実 施 要 領 等 の 配 布 期 間
令 和 ７ 年 ５ 月 ７ 日 （ 水 ） か ら

令 和 ７ 年 ５ 月 ２ １ 日 （ 水 ） ま で

② 参 加 資 格 確 認 申 請 書 等 の

受 付 期 間

令 和 ７ 年 ５ 月 ７ 日 （ 水 ） か ら

令 和 ７ 年 ５ 月 ２ １ 日 （ 水 ） ま で

③ 参 加 資 格 確 認 結 果 通 知 令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ８ 日 （ 水 ）

④ 質 問 締 切 令 和 ７ 年 ６ 月 ２ 日 （ 月 ）

⑤ 質 問 回 答 令 和 ７ 年 ６ 月 ９ 日 （ 月 ）

⑥ 企 画 提 案 書 等 の 提 出 期 限 令 和 ７ 年 ６ 月 １ ８ 日 （ 水 ）

⑦ プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 実 施 令 和 ７ 年 ６ 月 ２ ６ 日 （ 木 ） 予 定

⑧ 結 果 通 知 令 和 ７ 年 ７ 月 上 旬

⑨ 契 約 締 結 令 和 ７ 年 ７ 月 上 旬 以 降



(3) 提 出 方 法

持 参 、郵 送 お よび 電 子 メ ー ル

なお、フ ァックシミリによる提出は受理しない。

ア 持参の場合

土 ・ 日曜 日・ 祝日 を除 く、 午前 ９ 時から 正午 まで およ び 午

後 1 時 か ら 午 後 ５ 時 ま での 間 に 直 接 持 参すること。

なお、事前に電話連絡の上、来庁すること。

イ 郵送の場合

一 般書 留、 簡 易書 留ま た は特 定記 録 郵便の い ずれ かの 方 法

で送付すること。

ウ 電子メ ールの場合

メ ール 件名 は 「青 梅市 商 ・工 業振 興 プラン 策 定支 援業 務 委

託プロポーザル（企業名）」とすること。

な お、 メー ル 送信 後、 商 工業 振興 課 へ電話 に て送 信し た 旨

を連絡すること。

電子メールアドレス div2050@city.ome.lg.jp

電 話 番 号 ０ ４ ２ ８ － ２ ２ － １ １ １ １ （内 線 ２３ ４１ ・ ２

３４２）

(4) 提 出 先

青 梅 市地 域 経 済部 商 工 業 振 興 課

(5) 参 加 資 格 確 認 申 請 書 に 対 する 回 答

令 和 ７ 年５月２８日（水）まで に、参加資格確認申請書等の

提出のあった全者に対し、様式第 １号に記載するメールアドレ

ス宛てに回答を行うものとする。

なお、参加資格を認める場合の 回答の通知は、指名通知を兼

ねるものとする。

９ 質問等

(1) 質 問 方 法

質 問 が あ る 場 合 に は 、 所 定 の様 式 (様 式 第 ２ 号 )に よ り 質 問 書

を 電 子 メ ー ル に て 青 梅 市地域経済 部商工業振興課宛てに提出す

ること。

メール件名は「青梅市商・工業 振興プラン策定支援業務委託



プロポーザル質問書（企業名）」とすること。

なお、メール送信後、商工業振 興課へ電話にて送信した旨を

連絡すること。

電子メールアドレス div2050@city.ome.lg.jp

電 話 番 号 ０ ４ ２ ８ － ２ ２ － １ １ １ １ （内線２３４１・２３

４２）

(2) 質 問 期 限

令 和 ７ 年 ６ 月 ２日 （ 月 ） 正 午まで

(3) 回 答 方 法

質 問 の 有 無 に か か わ ら ず全 者に対し、令和７年６月９日（月）

午後５時までに電子メールで回答する。

10 企 画 提 案 書 等 の 提 出 書 類

(1) 企 画 提 案 書 ８ 部

各 社 独 自 の も の で 「 青梅市商・ 工業振興プラン」について作

成すること。

なお、作成に当たっては、次の 項目を明確にして記載するこ

と。

ア 青梅市商・工業振興プラン策定に当たっての考え方、方針

イ 業務実施体制および計画等の策定実績

本業務の実施体制（必要な組織 や担当者の配置、役割分担、

権限、連携体制など）について 明記すること。また、過去３

年間の他市区町村の商工業振興 計画等類似計画を策定した実

績すべてを明記すること。商工 業振興計画等類似計画の策定

実績以外に、地域経済の分析に 特化した業務の受注実績があ

ればすべてを特記すること。な お、上記の実績の明記にあた

っては、事業所としての実績お よび担当者の実績それぞれを

記入すること。

ウ 業務実施内容およびスケジュール

エ 青梅市商・工業振興プラン策定に向けた現況分析手法

オ 青梅市商・工業振興プラン策定に向けた施策立案手法

カ 青梅市商・工業振興プラン策定に当たっての独自提案

(2) 見 積 書 （ 様 式 第 ３号 ） ２ 部

表 記 業 務 の 実 施に要する金額（ 消費税および地方消費税を含

む）を明記したもの。金額は見積上限額を超えないこと。

(3) (1)・(2)で 示 し た書 類 の 提 出 に あ た っ て は、各提出書に件名、

提出書類 名および事業者名を明記すること。また見積書には、

代表者の 印を押印すること。

11 企 画 提 案 書 等 の 提出 期 限 等



(1) 提 出 期 限

令 和 ７ 年 ６ 月 １８ 日 （ 水 ） 午後５時まで（必着）

(2) 提 出 時 間

平 日 の 午 前 ９ 時 か ら 正 午 ま でお よび午後１時から午後５時ま

で

(3) 提 出 場 所

青 梅 市 地 域 経 済 部 商 工 業振 興課（青梅市役所３階北側）

(4) 提 出 方 法

直 接 持 参 ま た は 郵 送 と する 。

なお、持参する際は事前に電話連絡の上、来庁すること。

また、郵送する場合は、その旨 を事前に電話連絡し、封筒に

「青梅市商・工業振興プラン策定 支援業務委託プロポーザル企

画提案書」と記載すること。

12 参 加 の 辞 退

都 合 によ り 辞 退を 申 し 出 る場合は、次のとおり参加辞退届出書

(様 式第 ４ 号 )を 提 出 す る こ と 。

な お 、参 加 を 辞 退 し た場合も、今後の青梅市の入札・契約等に

おいて不利益 は生じない。

(1) 提 出 期 間

令 和 ７ 年 ６ 月 １８ 日 （ 水 ） 午後５時まで（必着）

(2) 提 出 方 法

直 接 持 参 、 郵 送 ま た は 電子 メールにより提出すること。

メールで提出する場合、件名は 「青梅市商・工業振興プラン

策定支援業務委託プロポーザル参加辞退届出書（企業名）」とす

ること。

なお、メール送信後、商工業振 興課へ電話にて送信した旨を

連絡すること。

電子メールアドレス div2050@city.ome.lg.jp

電 話 番 号 ０ ４ ２ ８ － ２ ２ － １ １ １ １ （内線２３４１・ ２３

４２）

13 プ レ ゼ ン テ ー シ ョン の 実 施

企 画 提案 書 等 を提出した全事業者が実施するものとする。



なお、プロ ポーザル参加者が１事業者であっても、プレゼン

テーション、 プレゼンテーションに対する質疑応答による選考

を実施する。

(1) 実 施 日

令 和 ７ 年 ６ 月 ２６ 日 （ 木 ） 予 定

時程、会場等につい ては、別途、書類提出期限後に通知する。

(2) 実 施 方 法

企 画 提 案 書 等 に も と づ いて 行うこと。

なお、企画提案書等と異なる内容や追加資料の配布などは認

めない。

(3) 実 施 時 間

各 者 、 説 明 ２ ０分 。 質 疑 は １０分以内とする。

なお、準備、片づけ時間は各５分以内とする。

(4) 実 施 環 境

投 映 用の モ ニ タ（ ５ ５ イ ン チ、ＨＤＭＩ対応）は市が用意す

るが、説明に当たり必要な機材は各者で用意すること。

また、使 用する場合 は令和７年６月１８日（水）までに申し

出ること。

(5) 参 加 人 数 等

３ 名 以 内 と し 、 プ ロ ジ ェ クトの 参画予定者が参加すること。

プレゼンテーション等については 、実際のプロジェクト責任者

等が実施すること。ただし、シス テム操作はこれ以外の者が行

って差し支えない。

14 配 点

※ 最 低 基 準 点 数 は ６０ 点 と す る 。

15 審 査 結 果

評 価 項 目 配 点

企 画 提 案 書の 提案内容 ８５点

価 格点 １５点

合計 １００点



審査結果に ついては、令和７年７月上旬までに通知する（参加

を辞退した者 および参加しなかった者を除く。）。

16 契 約 の 締 結

契 約 は、選 定 され た 契 約 候補者と青梅市の間で協議を行い、協

議が整った場 合には、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第

２号の規定に もとづく随意契約により、当該業務の実施にかかる

契約を締結す ることを原則とする。

なお 、プロポーザルの性質上、当該契約に当たり、企画提案内

容（見積内容 を含む。）をもって、そのまま契約するとは限らない

ので、留意す ること。

また 、選定 された契約候補者との協議が不調に終わった場合に

は、次点とさ れた事業者と協議を行い、協議が整った場合には、

地 方 自 治 法 施 行 令 第 １ ６ ７ 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 の 規 定 に も と づ

く随意契約に より、当該業務の実施にかかる契約を締結すること

とする。

17 参 加 の 無 効 に つ いて

次 の いず れ か に該 当 する場合は、本プロポーザルへの参加を無

効とする。

(1) 談 合 そ の 他 の 不 正行 為 が 行 わ れ た と認められるもの

(2) 指 定 す る 提 出 期 限後 に 提 出 し た も の

(3) 必 要 な 提 出 書 類 が揃 っ て い な い も の

(4) 提 出 書 類 に 虚 偽 の記 載 が 認 め ら れ るもの

(5) 市 が 定 め る 最 低 基準 点 数 に 満 た な いもの

(6) 見 積 上 限 額 を 超 える 金 額 で 見 積 書 を提出したもの

(7) 見 積 書 の 金 額 を 訂正 し た も の

(8) 見 積 額 と 内 訳 の 金額 が 合 致 し な い もの

18 そ の 他

(1) 提 出 書 類 は 一 切 返却 し な い 。

(2) プ ロ ポ ー ザ ル へ の 参 加 に 必要 な 費 用 の一切は、参加者の負担

とする。

(3) 審 査 の 経 過 は 原 則、 公 表 し な い 。

(4) 審 査 結 果 に つ い ての 異 議 申 し 立 て は認めない。



(5) 提 出 書 類 に つ い て は 青 梅 市情 報 公 開 条例（平成３０年条例第

３１号）に もとづき公開対象となる。

(6) 本 プ ロ ポ ー ザ ル に 関 す る 仕様 書 等 は、本プロポーザルにかか

る目的以外 に使用することを禁じる。

(7) 担 当

青 梅 市 地 域 経 済部 商 工 業 振 興 課

所 在 地 東京都青 梅市東青梅１丁目１１番地の１

電話番号 ０４２８－２２－１ １１１（内線２３４１・２３

４２）

電子メールアドレス div2050@city.ome.lg.jp

以 上


